
雨

新興国のＢＯＰ層の位置づけと

自律的ビジネス生態系

林悼史

月次

１はじめに

2．先進国と新興国の資産・所得の集中と貧困層一米国とフィリピンを

中心に

（１）米'五|における資産・所得の集中と貧困層

（１）－１富裕層への富の集中

（１）－２米国における貧困層

（２）フィリピンにおける資産・所得の集中と貧|Ｎ層

（２）－１常裕層への富の集中

（２）－２－ｌフィリピンにおける貧困層

（２）－２－２フイリピンにおける貧困屑の貧困ライン動|(リ

（３）米lIl貧困層とフィリピン貧困層の共通`性と異質｣性

3．新興国フィリピンのＢＯＰ層とインフォーマル・セクター

（１）フィリピン貧困層の相対的減少と絶対数の増大

（２）インフォーマルセクターにおける雇用創出のメカニズム

４ＢＯＰ層の経済的r1立化と持続的ビジネス生態系の二つの基本的要件

（１）日己雇用（self-employment）の戦略的重要`性

５．まとめと今後の課題

はじめに

本論文における最大の問題意識は，いまなぜ，新興国におけるＢＯＰ問題の

理論的解明が重要なのか，どのような経営学的アプローチが有効なのかそし

て新たに構築を求められている経営学とはどのような内容となるのかという

点に置かれている。
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同連が設定したＭ１)Ｇ（MillenniumDevelopmentGoals）の第一義的な解決

課題がいわゆるＢＯＰ層の貧１Nからの脱却となっている。2013年版1ﾘﾆ銀レポー

トによれば，ｌＨ１２５ドル以下の極度の貧困生活を余儀なくされている人たち

が2010年現在1215億人，１Ｍ界人１Jの206％に及ぶ。さらに，１１１２ドル以下

の貧困層は約30億人，世界人１１の約51％に及ぶ。こうした発腿途上'五lあるいは

新興国のＢＯＰ層の拡大，縮小，そして再生産のメカニズムをf１M解しようとす

る場合，その国独｢1の社会橘成体の内的メカニズムからの分析と|可時に，｜玉1際

的な政治経済的メカニズムからの分析の両アプローチが有効性を増してきてい

る。新興脚を巻き込んだ国際的な投資と貿易，さらには各種の}Ｉｆ１際標準化が進

展するに伴い，こうした両アプローチからのfIM論的解lﾘjが不nJ久となってきて

いる。

本論文では，新興lIE1BOP層の実態と貧|水l1Ijl減への経営学的探題を，そこで

の貧困倉|Ⅱ}}と減少のメカニズム，そして先進国（所得上位同）における貧困層

拡大のメカニズムとがこうした投資，生産，貿易のＩＲＩ際化とともに連動してい

る点に留意しながら検討している。

同時にここでは，新興国のなかでもフィリピンを分析対象としている。その

理[11はフィリピンの場合には，歴史的に重商主義体制下にあったスペインの植

民地化に微かれ，さらに第二次大戦後以降の世界銀行を含む米}'１主導の経済政

策に大きく影響されてきた点に留意している点にある。

２．先進国と新興国の資産・所得の集中と貧困層一米国とフィリピ

ンを中心に

（１）米国における資産．所得の集中と貧困層

（１）－１富裕肘への富の集中

ここでは，この'1Mの新興lli1におけるいわゆる中lml1闇の拡大とＢＯＰ1幹の再生

産のメカニズムが米国をはじめとするマーケット・エコノミーを強力に推進

する－部先進国における中ｌｌｌｊ層の脆弱化と－部富裕1櫛への常の集中化のメカニ
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ズムとがいかに連動しあいながら進行してきたのかという点を考慮に入れなが

ら分析を進めていく。

2012年における世界最大の国民所得額を誇る米国では，表１に示されている

ように阿国の１１t帯所得上位１０％が全世帯所得の504％を,Ijめ，そして上位

１％による総|阯帯所得に占める割合は，1960年の10.6％から2012年の22.5％ヘ

と高まり，一部筒所得者屑へのいっそうの)ﾘT得の集rl1化が進んできた')。米lKl

の勤労所得および自営業による所得を得ている就業者数は，同年，’億4,390

万人であるから，所得上位1％の人数は，その１００分の－，すなわちおよそ144

万人ということになる。したがって，これらの所得上位１％を占める144万人

の所得合計が，全就業者数（’億4390万人）の所得合計の22.5％を占めるとい

うことになる。さらに｜可じように所得上位0.01％，すなわち所得上位約1440

名の所得合計が全就業者数の所得合計額の5.5％を占めるに至っている2)。

つぎにForbes誌が発表した年資産所得13億ドル（約1,300億円）以上の米

国リッチ層400名のうち，Ｉを位50人の資産・所得合計額は１兆310億ドルとなる

がこの額は米lZKlのＧＤＰのどれくらいを占めるのだろうか3)。表２に示され

表１所得の上位層への集中割合

ＰｈｉＩｉｐｐｉｎｌＦｂ ６．０(ＺＯＯ、）

４６２００４

注：ＵＳと１１本のIncome値は，キャピタルゲインを含む所得額。

１１１所：ＴｈｅＷｏｒｌｄＴ()pIncomesdatabase4）より作成
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ているように，上位50名（人口の0.00015％）の資産・所得合計だけで米国

GDPの61％を占めるに至っている。

米国の資産，所得上位者は，上級経営者として所属企業からの収入（俸給，

役員賞与，退職金，等）のほかにストックオプション，および個人的に保有す

る諸企業の株式所有，預金，年金類の金融資産および不動産，等を所有するこ

とから，おもに一般の勤労所得が主要所得を構成する人たちの所得構成とは異

なり，株式配当や金利収益を含む多様な投資収益源を有しており，その分，よ

り多様な所得収入源を有している。

表２上位富裕層の資産と対ＧＤＰ比

１Ｉｌｐｐ ６５８Ｚ７ＺＵＺ４ＺＺ６１Ｚ７Ｚ

。８４４３８７２2１８３１９０ｌ４

Ｍｌｌ８〔１１２４１２４１０３８７

０３１０８３５９

Ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅ､

１１１所:Forbes,World'Billionaires2013,WorldBankDevelopmentIndicators.より算出

したがってその分だけ集中度は単なる勤労所得収入による場合よりも比率は高

まることになる。ちなみに，これら上位400名が2008年度に得た所得に占める

賃金・給与額の比率は8.8％にすぎず，キャピタルゲインが57％，利子・配当

が１６％となっている。他方，これら上位400名の所得の73％を占めるキャピタ

ルゲイン，利子，配当に対する課税率が2007年度には15％になっているため，

2007年度の上位400名への平均税率は16.6％（2008年度は181％）であるにすぎ

ない｡その結果，上位400名の平均税率は，納税者全体の平均税率の20.4％以
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下となっている（Steglitz,2012,pp90-91,邦訳128-129)。

（１）－２米国における貧困1Wｉ

他方，米国で貧困ライン以下（表３参照）の生活を余儀なくされている人た

ちは，2012年現在，約4,650万人（USCensusBureaulしたがって米国総人

|」３億1,065万人の150％，6.7人に－人が貧困以下の生活を余儀なくされている

ことになる。特に,１８歳以下の子供を抱える家族世帯員7,255万人の21.3％(1,544

万人)，すなわち4.7人に一人が貧|水1ライン以下となっている5)。

それでは，米国の貧困ライン以下の人たちの年収をｌＨ当たりに換算すると

何ドルになるのであろうか。表３は，米'五1の貧困ラインを家族構成別に表示し

たものである。単身世帯の貧'１１ラインは，年11,670ドル（2014年８月８日現在，

118万6700円)6)，したがってｌＨ当たり32.0ドル（同3250円)，二人枇帯で一

人ｌ日当たり，２１．５ドル，三人世帯の場合には－人当たり１日18.1ドル，そし

て５人世帯で一人１１１当たり，１５．３ドル（'111556円，677.5ペソ）となっている。

つぎに健康保険関係の家族負担（就業者１名の３人家族を想定）は月200

ドル，家賃月700ドル（寝室二間で電気・ガス・水道込)，車（保険・維持費・

ガソリン代・減価償却費）関係の支出年3,000ドルが最低限必要経費となる（J

Steglitz,2012,ppll-l2,邦訳46-47頁)。これらの必要経費を除くと可処分所得

は年5,440ドルとなる。したがって食事，衣服，娯楽等の基本的支出はこの額

で一切賄われることになり，もちろん貯蓄する余裕はない。この5,440ドルは

３人家族とすると，表３の３人世帯の貧困ライン月19,790ドルの家族の場合，

１日5.5ドルとなる。ただしステグリッツの試算によると，労働者一人当た

りの社会保障税を差し引いた時給は８ドルであり，2080時間労働で年収16,640

ドル，上記の必要経費を差し引くと残りは2,840ドル，３人世帯の場合，－人

当たり１日2.6ドルとなる。

－１６５－
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表３米国の貧困ライン

Source:USDepartmentofHealthandHuma、Services､２０１４PovertyGuidelines(http:/／

aspehhsgov/poverty/l4poverty,cfm）accessedlOMay,2014．

注：家族榊成が－人増えるごとに，4,060ドルが追加される。したがって，６人榊成の場

合は，31,970ドルとなる。

この試算では，米国の労働者の時給ベースで換算した場合には，３人家族の生

活費は一人１１１当たり2.6ドルとなり，新興lK1の貧困ライン２ドルにきわめて

近いことになる。

米国におけるこれらの貧困ライン以下の人たち，すなわち2012年の4,650万

人，および2013年の4,760万人の大部分が政府の食糧補助切符いわゆるＵＳ

ＦｏｏｄＳｔａｍｐ（2008年以降，ＳＮＡＰに名称変更7)）の受給対象となっている。

上記ＳＮＡＰ（lpFoodStamp）受給者数は，2012年が4,661万人，2013年が4,764

万人（人口の151％）となっており，貧困ライン以下の人数にほぼ等しい（ＵＳ

ＤＨＨＳより）。また，2011年現在，世銀の新興国（発展途上国）の貧|水|ライン

とされる一人１１｣生活費２ドル以下の貧困状態にあるアメリカ人世帯数は，約

150万世帯となっている（JSteglitz，ｐ20．邦訳55頁)。次章で検討するフィリ

ピンの貧困ラインも世銀基準に則れば１１１２ドル以下である。それでは，米国

の一人１１」２ドルでの生活とフィリピンでの－人１１］２ドル以下での/|ﾐiiIiと比

較した場合，どちらがよ})窮乏した生活となるかは明らかである８)。

－１６６－
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なお，貧困率の国際的比較に関しては，ＯＥＣＤの相対貧困率の各国比較9)が

参考になる,，ＯＥＣＤによる30か'1(|の机対貧Ⅱ|率データのうち，いわゆる先進

国に限定した場合，最も高い国は米国で17.4％，次に高いのはロ本で160％，

三番目が英国で１０．０％となっている。こうした事実からいえることは，先進国

型経済メカニズムの下で，マーケット・エコノミーが効率よく機能したとして

も，貧|水lと貧富の格差は拡大再生産されうるという点にある。このことは，貧

困と貧富の格差の問題を解決するための要件は，マーケット．エコノミーが効

率よく機能するかどうかではなく，問題解決に|ｲﾘけてマーケット．エコノミー

を機能させていく制度設計とそしてそのためのガバナンスの仕組みにあること

を意味する。換言すれば，このことは，貧困層の創出と貧富の格差の問題は先

進国型経済になればマーケット・エコノミーによって自律的に解消されていく

ものではなく，そのための制度設計とガバナンスの改革が不可欠となることを

意味する。ただしここでは貧困の指標となる所得や資産の再IUid分を制度的に

規定する税制等の議論は捨象する□ここでの課題は，とりあえず，所得構造か

らみたＢＯＰ（BaseofthePyramid）は新興llilないし発展途Ⅱi〔ⅡｉＩｉｌ有の構造で

はなく，先進国型経済と市場構造の下においても存在するということを確認す

ることにある。

つぎに，新興|玉1ないし発展途｣11K|のＢＯＰの分析対象国としてフィリピンの

実態を分析し比較検討してみよう。

（２）フィリピンにおける資産・所得の集中と貧困層

（２）－１富裕屑への富の集｢１１

他方，フィリピンにおいては，所得上位１０％の人たちの所得合計が，全所

得の約33.6％（2009年）を占め，逆に所得下位20％の人たちの所得は全所得の

6.0％を占めているに過ぎない（表ｌ参照)。またフィリピンの資産所得上位

50名（50家族）の資産所得合計額は（表２参照),658億ドル（約６兆5800億|Ⅱ）

であり」『11玉1ＧＤＰの約242％を,!｢めている。この比率は，比鮫対象とした６

か国の''１で妓も高い数値となっている。

－１６７－



[論文］新興国のＢＯＰ層の位置づけと自律的ビジネス生態系（林）

表２に示されている米国富裕層の資産額の多くは保有する株式の時価総額が

反映されているのに対して，フィリピンの一部富裕層が支配する多くの系列企

業群は上場されておらず，したがってこれら富裕層が実質的に保有する資産額

は不透明となっている。とりわけ，Philippineの土地エリート財閥の，Ayala

Familyの資産が31億ドル（約3100億円）で同国のランキング第６位となって

いる。しかし，首都圏のマカテイ地区一帯の不動産を保有しているAyala

Land社は，同社の53％の株式を保有するAyalaCorporationの子会社である

が，このAyalaCorporationの主要株主はMermac,Incである。そして同財閥

がEricZobelFoundationを通して保有する持ち株会社がこのMermac,Ｉｎｃで

ある。したがって，Forbes誌に掲載されている同家の資産額にこれらの関連

会社を通して実質的に保有する資産額がどの程度反映されているかは不明であ

る'0)。こうしたアヤラ家が1851年にマニラのマカテイ地区一帯の土地を52,800

ペソで購入して以降'1)，これら土地の実質的答理はアヤラ家であり続けられて

いる背景には，前号でも図式化したAyala家による純粋持ち株会社のMermac

Incを介した系列企業群の支配の構図がある。しかし関連する実質資産額と所

得収入額の実態は，同家が保有する財団（EricZobelFoundation，Ayala

Foundation）を介在させていることもあり，外から捕捉されにくい構図となっ

ている。さらに財団が特定の寄付行為をすることによって，法人税，所得税

その他の諸税が減額対象となることも考慮に入れた場合，同家が本来支払うべ

き諸税額が低く抑えられ，その分，結果的には関連会社からの実質所得額は増

大し資産として蓄積されうることになる。一般勤労者の所得は給与支払いと

|呵時に課税対象として捕捉されるのに対して，富裕層のかなりの資産額や所得

額がお抱えの会計士，税理士，弁護士，その他コンサルタントの助言や有力政

治家へのロビー活動を介して，課税対象から巧みに免れている可能性がきわめ

て大きい。その結果，フローとしての付力ⅡⅢlifi額を表すＧＤＰに対する富裕層

の所得額にせよ，ストックとしての資産額にせよその分，低く表示されること

になる。

ちなみに，表２に示されているフィリピンの最上位富裕層50人（家族）の資

－１６８－
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産額を，ｌロ当たりに換算すると，一人（－家族）あたりｌ［１３億６千万円に

相当する。したがって，１日3,600万円を毎日１０年間費やすことができる個人

資産額に相当する。

（２）－２－１フイリピンにおける貧困層

こうした一握りの富裕層に富が集中する所得構造の下では，一般大衆の購買

能力を計る指標としては，－人当たりＧＤＰ（ないしＧＮＤはあまり意味をな

さない。本来は，こうした一握りの富裕層の所得を差し引いた所得総額を人口

比で出したほうがより実態を反映していることになる。そこで，世銀のデータ

をもとに，2009年のフィリピンの１日５ドル以下の人口をみてみると，表４に

示されているように，総人口比で約82.8％となっている'2)。換言すれば，これ

ら人口の大多数を占める人たちのｌｎ当たり平均所得がより適切に実態を反映

していることになる。

表４フィリピンの５ドル以下の階層別人口比（2009年）

１８．４０。

２３．１０。

６９１ｍ1１０，

７６１mlllion

注；WorldＢａｎｋの「樋度の貧困」所得層の朧準は2008年以降，それ以前の１日１－人当

たり１ドルから，Ｌ２５ドルに変更されている。なお，2009年のフィリピンの人口は

9100万人。

出所：ＷＭ‘Ｂａ"ん比z）c/”'"c"／／"dicat0パ（http://data,worldbankorg/)，accessedlO

May,２０１４．

こうした人口の約83％を占めるｌロ５ドル以下の層は，さらに４～５ドル層

が7.6.％（700刀人)，２～４ドル層が33.5％（3090万人)，そしてL25～２ドル層

－１６９－

５ドル以下の階層

対人ロ

比

累計
該当人口

累計

＄ＬＺＳ ｐｅｒ 。 aｙ 未満 １８．４％ １６．９million

＄Ｌ２５‐＄２．０未満 ２３．１％ ４１．５％ ＺＬ３ｍｉｌｌｉｏｎ ３８．２million

＄２０－＄４０未満 33.7.％ ７５．２％ ３０．９million ６９.ｌｍｉｌｌｉｏｎ

＄４０－＄５．０未満 7.6％ ８２．８％ 7.0million ７６.ｌｍｉｌｌｉｏｎ
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が231％(2130万人)，そして1.25ドル以下の層が18.4％(1690万人）の内訳となっ

ている。したがって，これら人口の大多数を占める人たちの所得は一人１１１平

均，２ドル前後であることが想定されうる。

換言すれば，世銀の発展途上国および新興圧1における貧困ラインは2008年以

降一人１日２ドルに変更されていることから，フィリピンの一部富裕層を除い

た大多数の人たちは貧困ラインを大きく超えて中間層として台頭してきてはい

ないと結論付けざるを得ない。

こうした点からも，新興国における市場規模ないし購買力を，単に－部富裕

層を含めた－人当たりＧＤＰ（GNDから推定することは適切とは言えない。

表２に示されていたようにたとえばフィリピンの一人１日当たりＧＤＰは７２

ドルということになるが，上記の通り，大多数の人たちの収入は一人ｌロ当た

り２ドル前後であるのが実態である。また|同I様に，人ｕが集中している首都圏

や－部の大都市における富裕層や中間層の動向だけから結論を引き出すことに

も無理がある。

表５フィリピンの所得階層別人ロ比（2009年）

ＰＯＯｒＣＳｔ２()０。 ６０[〕0

ｎｃｘｌ２０Ｉ】(〕

ｔｈｌｒｄ２０〔IＣ

ｌｏｕｌ－ｌｈＺＯｏｏ ２］０ｏ(〕

ｒｌｃｈｃｓｔ２０ｏ。

11}所：ＷＭｄＢａ城Dcz'c/０，"zc"／〃２ｺｉｃａｔｏ７ｓ（http://data・worldbank､org/)，accessedlO

May,2014.

１｢il様のことが，表５からも再確認しうる。表４に示されていたように，１１」

５ドル以下の層が対人l｣比で約82.8％を占めていた。このことは同表に示され

ている５段階の所得階層の最下層の２０％から第４階層までを含めた全体の

－１７０－

所得階層 消費分布 累計

ｐｏｏｒｅｓｔ２０％ ６．０％

ｎｅｘｔ２０％ ９．４％ １５．４％

ｔｈｉｒｄ２０％ １３．９％ ２９．３％

ｆｏｕｒｔｈ２０％ ２１．０％ ５０．３％

ｒｉｃｈｅｓｔ２０％ ４９．７％ 100.0％
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80％を占める所得分布層合計額でも消費総額の50.3％を占めているにすぎず，

逆に上位20％が全消費の約半分を占めていることにも反映されている。

（２）－２－２フイリピンにおける貧困lWiの貧困ライン動l【Ｉ

つぎにフィリピンのＮＳＣＢが公表した2006年，2009年，および2012年の極

度の貧困生活を余儀なくされている人たち，および貧|木|ライン以下の人たちに

関するデータ（表６参照）から貧困層の推移をみていこう。

同表によれば，５人家族の生存に最低限必要なｌか小'iたりの食費以下の所

得層と見倣される極度の貧|判者（表６：Ａ）は，１１t帯数ベース2006年から2012

年にかけて肚帯数ベースで88％，7.9％および7.5％，そして対人Ｕ比ベースで

12.0％，10.9％および104％へと低下傾向を示している。

同様に，５人家族の生存に岐低限必要なｌか月当たりの食費を含むその他最

低限の生活費（表６：Ｂ）以下の貧困者も，’'1帯数ベースでそれぞれ，21.0％，

205％，および'9.7％ヘ，そして対人口比ベースでもそれぞれ26.6％，26.3％お

よび25.2％へと低下傾向を示している。それに対して，極度の貧困世帯と極度

の貧困者の絶対数は，この'１Ⅱ，低下傾向を示していない。特に，５人家族の生

存に最低限必要なｌか)]当たりの食費を含むその他最低限の生活費（表６：Ｂ）

以下の貧困Ⅱt補数と貧困者数はむしろこの|川，381万世帯，404万世帯，および

421万世帯へ，そして2264万人，2330万人，および2375万人へと絶対数ベース

では増加傾向を示している。言い換えれば，ｌｉ１ｌ玉1における貧|水|枇帯と貧困者数

は相対的には低1､薑傾向を示しているが，絶対数では増大傾|('１を示している。表

６の政府による公表データをドルベースで見てみると，2012年の生存に必要な

家族５名のｌか)｣の食費5,513ペソはl可年のドルベース（年平均１ドル約42.2ペ

ソ）で130.6ドル，したがって家族５名のｌｌｌ１１たりの食fIfは，４．３５ドル，－人

１日当たり０８７ドルとなる。

１７１
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表６フィリピン貧困層の相対的減少と絶対的増加

２００９

９７０刀 １０４０

２３３０ノ

出所：PhilippineNationalStatisticalCoordinationBoard,Ｈ垣/2/jgh/Ｓｑ／/ｈｃ２０Ｉ２１Ｍノ

YbαγＯ'７c〃PoDeγｔｙＳｍｔＭ(ys．

このことは，世銀の「極度の貧困（extremelypoor)」基準である一人ｌ日

当たり１．２５ドルを大きく下回っていることを意味する。｜可じように，2012年の

生存に必要な家族５名のｌか月の食費，その他光熱費，被服費等を含む最低限

の生活費7,890ペソはＭ年のドルベースで187.0ドルしたがって家族５名の１

日当たりの生活費は，６．２ドル，一人１日当たり1.25ドルとなる。この数値も，

世銀の「貧困基準」である一人１日当たり２ドルを大きく下回っており，むし

ろ「極度の貧困水準」にほぼ合致する。

さらに留意すべき点は，2012年改定の同国の最低賃金法によれば'3)，マニラ

首都圏で一人１Ｍ56ペソ（約１０．８ドル)，首都圏に隣接するルソン地域で１日

172

2006年 2009年 ２０１２年

(Ａ）５人家族の生存に最低限必要な

1か月当たりの食費（ＰｈＰ）
3，８７８ ４，９０８ 5，５１３

世帯数に占める比率 8.89/（ ７．９１)'（ ７．５％

対人ロ比 １２．０％ １０．９(Ｘ １０．４％

該当世帯数 １６０万世帯 １５５万世帯 １６１万世帯

該当者数 １０２３万人 970万人 1040万人

(Ｂ）５人家族の生存に最低限必要な

１か月当たりの食費およびその他生活費

(ＰｈＰ）

５，５６６ 7，０３０ 7，８９０

世帯数に占める比率 ２１．０％ ２０．５％ １９．７％

対人ロ比 ２６．６(Ｘ 26.39'（ ２５．２％

該当世帯数 ３８１万世帯 404万世帯 ４２１万・世帯

該当者数 2264万人 ２３３０万人 ２３７５万人



経営論叢第４巻第２号（2015年３m）

336ペソ（約8.0ドル)，さらに最低水準の東部ビサヤ地域（Region８）で260ペ

ソ（約6.2ドル)，ビコール地域（Region５）で252ペソ（約６０ドル）である。

このことは，表６の2012年における前者の５名家族で１日4.35ドル（一人１日

当たり０８７ドル)，後者のｌ｝１６．２ドル（－人ｌ日当たりＬ２５ドル）は，政府が

新たに改定した－人の生活に最低限必要な生活費分に相当する最低賃金，とり

わけ同国の最も貧しい地域（Regon5，Region８）の最低賃金をも大幅に下回

るいわゆる生存そのものをも脅かす極度の貧困状態の家族たちを意味している

ことになる'4)。

（３）米国貧困層とフィリピン貧困層の共通性と異質性

米国をはじめとするいわゆる先進国型産業組織と市場構造はフォーマルセク

ターをベースにマーケット・エコノミーが機能することによって成立してい

る。そこでは，基本的には，法人登録された企業群によって構成されるフォー

マルセクターでの就労を前提にした安定就業層と，有期もしくは短期雇用の不

安定就業層によって構成される,米国における不安定就業層と失業者層は，既

述の通り，政府の食糧補助切符いわゆるＵＳＦｏｏｄＳｔａｍｐ（2008年以降，

SＮＡＰに名称変更）の受給対象となっている。ＳＮＡＰ（旧FoodStamp）受給

者数は，貧困ライン以下の人数にほぼ等しい。これらの貧|亜|ライン以下の人た

ちは2013年現在，米国人口の15％強に及び，そして所得格差でみた貧富の格

差は拡大傾向を維持している'5)。言い換えれば，このことはフォーマルセク

ターをベースにした先進国型経済と市場構造の下において，マーケット・エコ

ノミーが効率的に機能したとしても，貧困創出と貧富の格差拡大が自律的に解

消することはありえず，むしろ拡大再生産されうることを意味する。

他方，フィリピンにおいてもフォーマルセクターにおける有期雇用契約に基

づく不安定就業層は無視しえない規模ではあるが（林：2012c2013a)，多数を

占めるいわゆるＢＯＰ層の基本的就労形態は，露天商，輪タク，零細小売商，

ごみ収集，等々，法人登録していない個人，ないし家族営業主体のインフォー

マル・セクター内での不安定就業形態を主としている。インフォーマル・セク

１７３
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ター内における就労の多くは，雨が数時間振っただけでも収入が激減するよう

な不安定就業を内実とする。しかも，世銀の新興国における貧困ライン基準と

なっているｌロ２ドル以下のいわゆるＢＯＰ層の数は依然増大傾向を辿ってい

る。そしてこれらの貧附ライン以下のＢＯＰ層の人たちには米国とは異なり，

SNAＰのような制度的保障はない。

両国における貧富の格差は拡大傾向にあり，貧lII層の削減は共通した政策的

課題ではあるが，一方の先進国型では最低の文化的生活を保障させる制度的枠

組みが効果的に機能するか非効果的にしか機能しないかは別にして，存在す

るのに対して，他方のインフォーマル・セクターが重要な位置を占める新興国

型においては，生存そのものをも脅かす食費の確保も制度的には保障されてい

ない。この意味において，米国とフィリピン両国において，ともにＢＯＰ層は

存在するにせよ，新興国のＢＯＰ層と米国をはじめとする先進国のＢＯＰ層な

いし貧困層とは明確に区分されるべき要素を有している。

３．新興国フィリピンのＢＯＰ層とインフォーマル・セクター

（１）フィリピン貧困層の相対的減少と絶対数の増大

年1.7％の人口増加率（2007年-2014年平均：WorldBankDevelopment

lndicators）が続くなかで，工業部門をはじめ主要産業の雇用創出力の脆弱性

が農業部門に過剰労働力を滞留させ，その結果，農業部門から工業部門を始め

とする他産業への，そして農村から都市への貧困層の移動を伴いながらも，農

業部門と農村の貧困層を絶対数として増大させる構図となっている。こうした

構図が農業部門と農村人口の相対的減少と絶対数の増大の基本的要因となり，

同時に貧困層の村|対的減少と絶対数の増大へと帰結させている（林・井口‘荒

井：2013c，林：2014)。とりわけ留意する必要がある点は，主要産業部門にお

ける－部のビジネス・グループ（財閥的一族経営）と多国籍企業による支配的

構図の下では，競争が制限され，これら－部企業の利益に沿う形でのバリュー

チェーンにのみ投資がなされる傾向にある。そのため，フォーマルセクターに

174
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おける不十分な投資は結果的に雇用者数の吸収メカニズムを十分に機能させな

い要因になっている点にある。その結果，農村と都市のインフォーマル゛セク

ターに過剰労働力を滞留させ，不安定就業層，失業者層の墹大と貧困層の絶対

的増大をもたらす要因となっている。これらの不安定就業層と失業者層が

BOPの中核をなしている。

（２）インフォーマル・セクターにおける雇用創出のメカニズム

こうした構図のもとでインフォーマル・セクターに滞留せざるを得ないこれ

らＢＯＰ層が経済的に自立するためには，ＢＯＰ層自らが起業して安定就業層へ

と移行する戦}略を基本とせざるを得ない。インフォーマル・セクターに置かれ

ているＢＯＰ層の経済的'1立化を図り，現地に根を下ろした持続的ビジネス生

態系を構築するためには，フォーマル・セクターとは異なり，新興国固有のイ

ンフォーマル・セクターのl1lil定的，閉鎖的特質に規定されて，単に賃金労働者

としての雇１１１の場の創出だけでは，不十分であり，その分だけ家族を生産単位

とする事業創造とＦ１己雇IUJuのビジネスモデルが有効性を塒すことになる。

４．ＢＯＰ層の経済的自立化と持続的ビジネス生態系の二つの基本

的要件

（１）自己雇用（self-employment）の戦略的重要性

インフォーマル・セクターおよびフォーマル・セクターにおける不安定就業

層は，林（2012a）において分析されているように，｜『''五|経済活動人口の約７

割弱を占めるに至っていた。とりわけインフォーマル・セクターに滞留するこ

うした実質的失業者および予Iilli申を含む不安定就業層をDlilllに構成されるＢＯＰ

層がいわゆる安定就業層へと移行するためには，雇用剣(Ⅱ能力ないし雇用吸収

能力が脆弱なフォーマル・セクターにおける雇用労働者数の増大に依拠するこ

とよりも，インフォーマル・セクター内において雇用を剣}}Ｉするシステム，特

に起業システムが有効となる。換言すれば，ＢＯＰ層の経済的ｌＬ１立化という観
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点からすれば，フォーマル．セクターにおける雇用労働者（paid-workers）数

の増大に依拠する以上に，インフォーマル・セクター内における自己雇用者

(selfemployment)'6)としての就業形態の創出が重要な戦略的意味を有するこ

とになる。

ここでの自己雇用者とは，単なる自営業，家内工業的労働とは本質的に異な

り，「所有・労働・経営」が人格的に一体化した起業家（＝企業家：

Entrepreneur）と同義である。ここでの自己雇用者群は，経済学的意味での，

賃金と引き換えに「労働力」を企業に提供するだけのいわゆる「ロボット的」

雇用労働者（paidworkers）ではなく，「自発性と創造性のエネルギー」が解

放された「家庭を生産単位」とする起業家（＝企業家）達である'7)。そして重

要な点はマイクロファイナンスを活用してマイクロビジネスを行っているこれ

ら起業家群の中心は，バングラデシュのグラミン銀行にせよ，フィリピンの

ＣＡＲＤバンク（CenterfOrAgriculturalandRuralDevelopmentBank)'8)にせ

よ，マイクロファイナンスの顧客の97-98％が男性ではなく子供たちを抱える

女`性となっている点にある'9)。

しかもここでは，ＢＯＰ層の多くが劣悪な生活インフラ環境下での生活を余

儀なくされていることから，この市場でのサービスや製品は3Ａ（AffOrdability，

Access,Availability)2o)，あるいは4Ａ(Availability,AffOrdability,Acceptability，

Awareness)21)を満たす特質のみならず，TripleBottomLinesとしての経済的

側面と同時に社会的．環境的側面22)の３側面からの問題解決が不可欠となる分

だけ，ここでのピジネスモデルはよりソーシャル・ビジネス的性格をとらざる

を得ない。このことは，ＢＯＰ層の貧困解消に直接的に貢献しうるビジネス形

態が現地での社会的課題の解決を第一義的ミッションとするＮＧＯ組織が関

与するソーシャル・ビジネス型のピジネスモデルが適合的であることを意味す

る。

したがって，ＢＯＰ層の人たち，特に女性がＢＯＰ市場の特異性に適合した社

会的価値と同時に経済的価値を満たす製品・サービスを開発しようとする場

合，ＮＧＯ組織，とりわけマイクロファイナンス業務と同時に現地市場に適応
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したマーケティング・ノウハウを提供しうるＮＧＯ組織とのパートナーシップ

が不可欠となる。

しかも，ＢＯＰ層が自ら保有する経営資源には限界があり，新規製品・サー

ビスの開発，そして生産と流通の規模拡大には，多様な組織の保有する経営資

源の活用がValueChainの拡大とともに不可欠となる。したがって，ＢＯＰ

層にとっては，上記の条件を満たす新たな製品，サービスの開発および量産過

程に必要な品質，安全性，機能性低コスト化を可能とする技術的知識・ノウ

ハウを保有する多様な企業や機関との連携も重要な条件とならざるを得ない。

以上の諸点から，導出されるインフォーマル・セクターにおけるＢＯＰ層の

経済的自立化に向けたビジネスモデルは，基本的には，現地ＮＧＯ組織による

ミッションを共有化したプラットフォームをベースに多様なＢＯＰ層がニッ

チ・プレーヤーとして参加するビジネス生態系が不可欠となる。換言すれば，

ここでのビジネスモデルは，ＢＯＰ市場１A1行のニーズを認識しうるＢＯＰ層とそ

うした問題解決に必要な新規の製品・サービスを生み出す新たな知識や経営資

源を有する多様な組織との協働作業をベースとしたビジネス生態系とならざる

を得ない。

ＢＯＰ層が起業家としてソーシャル・ビジネス型の事業活動において能動的

役割を果たしうるこうした持続的かつ自律的ビジネス生態系をベースとしたビ

ジネスモデルを開発するためには，マイクロファイナンスを提供する現地

NGO組織との連携を軸とした開発・調達・生産・販売に至るバリューチェー

ン全体の開発とGrade-up，すなわち新興'五|適合型ソーシャル・イノベーショ

ンを推進するダイナミック・ケイパビリテイとしての組織能力がここでのキー

概念となる。

５．まとめと今後の課題

本論文では，新興国のＢＯＰ層を－新興Ilil内部の所得構造から位置づけるの

ではなく，先進lflの貧困層との共通１ftと異質性を踏まえて位置づけることを試
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みてきた(，米風をはじめとするいわゆる先進Ｉｌｉ１型産業組織と市場術造はフォー

マル・セクターをベースにマーケットエコノミーが機能することによって成

立している。そこでは，基本的には，法人登録された企業群によって榊成され

るフォーマル・セクターでの就労を前提にした安定就業層と，有期もしくは短

期雇用の不安定就業)櫛によって構成される。そして米国での事例からも1ﾘ]らか

なように，貧[木1ライン以下の人たちは2013年現在，米同人口の15％強に及び，

そして所得格差でみた貧富の格差は拡大傾1ｲﾘを維持している。言い換えれば，

このことはフォーマル・セクターをベースにした先進国型経済と１h場榊造の下

において，マーケット・エコノミーが効率的に機能したとしても，貧川創ｌＢと

貧富の格差拡大が自律的に解消することはありえず，むしろ拡大再生産されう

ることを意味する。すなわち，マーケット・エコノミーが機能したとしても，

ガバナンスに規定された制度設計に'１{1題がある場合には，富を特定の集１１１に集

中させてしまうことを),』てきた。

他方，フィリピンにおいてもフォーマル・セクターにおける有期扉)'1契約に

基づく不安定就業層は無視しえない規模ではあるが（林：2012Q2013a)，多数

を,I｢めるいわゆるＢＯＰ屑の些本的就労形態は，露天商，輪タク，零細小売商，

ごみ収集，等々，法人篭録していない個人，ないし家族営業主体のインフォー

マル・セクター内でのｲ〈安定就業形態を主としている。インフォーマル・セク

ター内における就労の多くは，雨が数時'１１ｌ振っただけでも収入が激減するよう

な不安定就業を内実とする。しかも，世銀の新興'五1における貧|木1ライン基準と

なっている１｝１２ドル以下のいわゆるＢＯＰ屑の数は依然増大傾向を辿ってい

る。そしてこれらの賛|水1ライン以下のＢＯＰ)輔の人たちには米ＩＨＩとは異なり，

SNAＰのようなﾙﾘ度的保障はない。I1Ili[E1における貧富の格差が拡大傾1fijにあ

り，貧肘牌のilil減は共辿した政策的課題ではあるが，一方の先進lIfl型では敢低

の文化的生活を保障させる制度的枠組みが効果的に機能するか非効果的にし

か機能しないかは別にして，存在するのに対して，他方のインフォーマル・セ

クターが重要な位憧を!＃める新興国Jt1においては，ルヒ存そのものをも脅かす食

饗の確保も保障されていない。この意味において，米国とフィリピンi１１'ilK1にお
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いて，ともにＢＯＰ層は存在するにせよ，新興国のＢＯＰ層と米国をはじめと

する先進国のＢＯＰ層ないし貧困層とは明確に区分されるべき要素を有してい

る。

しかも，フォーマル・セクターにおける主要産業が現地財閥系一族企業と多

国籍企業によって占有されている競争制限的産業組織下においては，フォーマ

ル・セクターはインフォーマル・セクターの余剰労働力を吸収しうる十分な吸

引力を有する産業構造となっているとはいえない。このことは，インフォーマ

ル・セクター内における自立的雇｝'1創出のメカニズムの構築が戦略的重要性を

有していること，換言すればＢＯＰ層自らが家族を生産単位として起業するこ

とによる自己雇用（selfemployment）機会の創出が戦略的重要'性を有してい

ることになる。新興'１５１のインフォーマル・セクターを'|]心に存在するＢＯＰ層

の貧困解消と経済的自立化に向けた持続的ビジネスモデルの基本要件は，ＢＯＰ

層に向けたマイクロファイナンス事業を展開しうる現地ＮＧＯ組織がキース

トーンとなり，そのミッションを共有プラットフォームとして，多様なＢＯＰ

層がニッチ・プレーヤーとして参加するビジネス生態系となるという点に求め

られる。そしてこのビジネス生態系が持続的かつ自律的`性格を有するために

は，こうした現地ＮＧＯ組織を核とするローカル・バリューチェーンの構築が

要件となる。したがって，ＢＯＰ層がキープレーヤーとして参加する持続的ビ

ジネス生態系とローカル・バリューチェーン構築の条件と課題が今後の実践的

および理論的研究課題となっている。

注

ｌ） キャピタルゲインを除く所得収入でみると．この比率は1960年の8.4％から2012

年の19.3％となる（TheWorldToplncomesdatabase)．

本論文における米|玉ｌにおける所得の集''二１，および国際比較については，Ｓａｅｚ

(2013)．Piketty,ＴａｎｄＳａｅｚ,Ｅ、（2013)，PikettyoT（2014)．およびこれらの

データを基に分析したSteglitz（2012）を参考にしている。

GDPと資産額との対比は，前者がフローとしての付川|価値額，後者がストック

としての保有株式，fIr1貯金等の動産や不動藤等のIlliIiII[であるため，lilJ者の比較

はあくまで１１安としてll1いている。

２）

３）
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4） http://www・topincomesg-mond・parisschoolofeconomics､ｅｕ/,accessed7May，

2014．

USDepartmentofHealthandHuma、Services,２０１４PovertyGuidelinesより。

なお，１１本の新しく改定され，2014年１０月適用予定の最低賃金（時給ベース）

によれば，東京（869円)．大阪（819円)，神奈Ｉｌｌ（868円)，等がＡ地域で最も

高く，逆に沖縄，宮崎，大分，熊本（664円)，等が最も低いＤ地域となって

おり，全国平均で764円となっている。かりに全国平均の最低賃金ベースでｌＬＩ

８時間労働の場合は，1日（764円×８＝）6952円，月25日労働とすると，764×

５）

６）

８×25＝152,800円換算となる。日本ではこの額が，単身者が生活していくうえ

でのぎりぎりの最低限の必要生活費とみなされていることになる（厚生労働

省：2014年６月30日)。したがって，日本の最低賃金制度に基づく賃金は，日給

(6952}'１)，月給（152,800円）ベースとも米|王lの１日３２ドル，月11,670ドルより

もかなり高いことになる。

SupplementalNutritionAssistanceProgramの略称で米国農務省管轄のプログ

ラム。米国では現在でも食料品店ではＦｏｏｄＳｔａｍｐの名称が使用されている。

フィリピンでは２ドルあれば屋台で結構食べられるが，米国ではこの額では外

食はほぼ不可能となる。数日分の食材をまとめて買って家で調理しても１日４

ドル強となる。

同データは，http://www・oecdorg/statisticsに掲載されている。ＯＥＣＤの相

対貧困率の算出は，等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人数の平方根で

割って算出）が全人口の中央値の半分未満の世帯員を相対的貧Ｍ１者としている。

したがって，絶対的貧困ラインの基準とは異なるが，たとえば日本の場合，相

対的貧困者の約86％が生活保護受給水準とされている（山田・'ﾉﾘ方・ll1中・駒

村：2010)。ＯＥＣＤの30か国比較データによると，相対貧困率の高い国は，メ

キシコの20.4％，トルコの19.3％，チリの18.0％等であるのに対して，他方，デ

ンマーク，オランダ，フィンランド，ノルウェー等の北欧諸国はすべて６－７％

台となっている。

森ビル社長の森彰氏の資産額はlI1Forbesによると，年40億ドル（日本の第７

位）となっており，Ａｙａｌａ－族の資産額より多い。しかし，１m積的には森氏の

保有する多くのビルや土地の数十倍以上の規模の不動産をマニラ首都圏を中心

に実質的に保有するAyala家の資産や所得は，li1誌に掲載されている額の数倍，

数十倍であることが想定される。

llAyalaCorporationAnnualReportより。

WorldBankPovertyDatabase（http://dataworldbankorg/topic/poverty）

accessedl3May,2014．

JETROＩ通商弘報」（2013年１月マニラ事務所）http://www､jetro・gojp／

biznews,accessed8Aug.,2014.

７）

８）

９）

１０）

11）

12）

13）
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ちなみに，マニラ首都圏のマカテイ地区のスターバックスをはじめとするカ

フェでは，2013年現在，カフェラテ１杯が100ペソであるが，実際の支払額は消

費税（20％）込みで120ペソ（280円，約2.7ドル）である。したがって，政府発

表の貧|村層の家族５名の１１１当たりの収入6.4ドル，－人当たり１．２８ドルの基準

では，貧困隅の家族５名で首都圏のカフェでカフェラテを注文したら，600ペソ

(13.5ドル）の支払い請求額となり，家族の２冊分強の食費に値する。

Piketty,Ｔ、（2014),SaezE．（2013)。

自己雇用（self-employment）の概念については，Ｍ、Yunus（2007）を参考に

している。

Ｍ・Yunus（2007),pp52-54,邦訳104-107頁。

ＣＡＲＤの設立の趣旨や経緯については，林・井口・荒井（2013c）において述

べられている。

ちなみに，ルソン地方での共同調査（著者・井口知栄・荒井将志：Ａｕｇ2012,

March2013）の際にも，午前１０時ごろに30名ほどの男性ばかりの人だかりがで

きていたが，この集団は蜘蛛を戦わせて勝ち負けを賭ける，ギャンブル目的の

いわゆる非生産的消費の男性集剛であった。その間，女性たちは，マイクロファ

イナンスを活11]した各種零細ビジネスや内職活動により家族の生活の糧を稼ぐ

光景が見られた。GrameenBankにせよＣＡＲＤＢａｎｋにせよ，マイクロファイ

ナンス対象者の98％を，子供や家族の健康，教育，住環境等の改善にマイクロ

ファイナンスを活用する貧lztl女性に限定せざるを得ないのはこうした男性側の

負の側面にも起因している（こうした点については，Karnai:2007,2009,およ

び林・井口・荒井：2013ｃにおいても紹介されている)。

CKPrahalad（2002),ｐｐ,42-43,邦訳48-49頁。購買余力，購入地点への交通ア

クセス，生活インフラに規定された利用可能性。

この4Ａに関しては，Anderson，Ｊ，andBilou，Ｎ・（2007）が参考になった。

Availability，AffOrdabilityは3Ａで)Ⅱいられている概念と同様であるが，

AcceptabilityはＢＯＰ層および彼らに販売している伝統的小売店での受容性，

AwarenessはＩＴＩじ〈これらの購入者への新規製品・サービスの認知の問題であ

る。

ＳＨａｒｔ（2007),ppl59-162,邦訳214-218頁。

14）

15）

16）

17）

18）

19）

20）

21）

22）
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